
 

 

２ 在宅介護実態調査結果の概要 

 

調査の概要 

 

（１）目 的  

「地域包括ケアシステムの構築」という観点に加え、「介護離職を無くしていくためにはどのよ

うなサービスが必要か」といった観点を盛り込むため、「高齢者の適切な在宅生活の継続」と「家

族等介護者の就労継続」の実現に向けた介護サービスの在り方を検討し、第９期介護保険事業計

画・老人福祉計画の策定に反映することを目的とする。 

 

（２）内 容 

○調査対象者 

在宅で要支援・要介護認定を受けている方およびその家族 

 

○調査期間 

令和５年１月１６日～令和５年４月３０日 

 

○調査方法 

厚生労働省より示された「在宅介護実態調査実施のための手引き」に基づき、七尾市職員調査員が要介護

認定訪問調査時、調査員による記入、および主介護者が記入 

 

○調査件数 

１７７件 

①  要介護対象者性別 

  人 数 ％ 

男 性 63 35.6% 

女 性 114 64.4% 

合 計 177 100.0% 

 

② 要介護対象者年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           人 数 ％ 

64 歳未満 1 0.6% 

65～69 歳 8 4.5% 

70～74 歳 10 5.6% 

75～79 歳 30 16.9% 

80～84 歳 32 18.1% 

85～89 歳 36 20.3% 

90～94 歳 45 25.4% 

95 歳以上 15 8.5% 

合 計 177 100.0% 



 

 

 

③ 要介護対象者二次判定結果 

 

 

④ 対象者世帯類型 

  世帯数 ％ 

単身 39 22.0% 

高齢夫婦 37 20.9% 

その他 99 55.9% 

無回答 2 1.1% 

合 計 177 100.0% 

 

 

⑤ 家族等による介護の頻度 

 

 

⑥ 主な介護者の本人との関係 

  人 数 ％ 

配偶者 54 30.5% 

子 81 45.8% 

子の配偶者 22 12.4% 

孫 3 1.7% 

兄弟・姉妹 4 2.3% 

その他 3 1.7% 

無回答 10 5.6% 

合 計 177 100.0% 

 

  人 数 ％ 

支援 1 17 9.6% 

支援 2 27 15.3% 

介護 1 42 23.7% 

介護 2 43 24.3% 

介護 3 28 15.8% 

介護 4 13 7.3% 

介護 5 7 4.0% 

合 計 177 100.0% 

  人 数 ％ 

ない 10 5.6% 

週１日以下 6 3.4% 

週１～２日 15 8.5% 

週３～４日 4 2.3% 

ほぼ毎日 141 79.7% 

無回答 1 0.6% 

合 計 177 100.0% 



 

 

 

⑦ 主な介護者の性別 

  人 数 ％ 

男性 54 30.5% 

女性 110 62.2% 

無回答 13 7.3% 

合 計 177 100.0% 

 

⑧ 主な介護者の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  人 数 ％ 

20 歳未満 1 0.6% 

20 代 0 0.0% 

30 代 3 1.7% 

40 代 6 3.4% 

50 代 40 22.6% 

60 代 46 26.0% 

70 代 41 23.2% 

80 代 25 14.1% 

無回答 15 8.5% 

合 計 177 100.0% 



 

 

◆４つの検討テーマ 

 在宅介護実態調査の調査結果をもとに、以下の４つの検討テーマに基づいた集計分析を行いました。 

【要介護者の在宅生活の継続／介護者の就労継続】 

検討テーマ 集計・分析の狙い 

１在宅限界点の向上のための支援・サービスの提供体

制の検討 

主に「施設等の検討状況」の「入所・入居は検討してい

ない」の割合と、「介護者が不安になる介護」を指標と

しながら、サービス利用のパターンとの関係を分析し、

在宅限界点の向上を図るために必要となる取り組みに

ついて検討します。 

２仕事と介護の両立に向けた支援・サービスの提供体

制の検討 

主に「介護者の就労状況」と「介護者の就労継続の可否

に係る意識」を指標としながら、介護状況やサービス利

用のパターンとの関係を分析し、介護者の就労継続のた

めに必要となる取組について検討します。 

 

【支援・サービスの提供体制の検討】 

検討テーマ 集計・分析の狙い 

３将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービス提供 

体制の検討 

主に「世帯類型」について、世帯類型別のサービス利用

を集計・分析し、将来の世帯類型の変化に応じた支援・

サービスの提供体制について検討します。 

４医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービ

ス提供体制の検討 

主に「訪問診療の利用の有無」について、訪問診療の利

用の有無別のサービス利用のパターンを集計・分析し、

医療ニーズのある在宅療養者を支えるための支援・サー

ビスの提供体制について検討します。 

◆用語の定義 

 【サービス利用の分析に用いた用語の定義】 

用語 定   義 

未利用 ・「住宅改修」、「福祉用具貸与・購入」のみを利用している方については、未利用として集計 

訪問系 ・訪問介護・訪問型サービス、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問看護、（介護予防）

訪問リハビリテーション、（介護予防）居宅療養管理指導、夜間対応型訪問介護を「訪問系」

として集計 

通所系 ・通所介護・通所型サービス、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）認知症対応

型通所介護を「通所系」として集計 

短期系 ・（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護を「短期系」として集計 

小規模多機能 ・（介護予防）小規模多機能型居宅介護を「小規模多機能」として集計 

【サービス利用の組み合わせの分析に用いた用語の定義】 

用語 定   義 

未利用 ・上表に同じ 

訪問系のみ ・上表の「訪問系」のみの利用を集計しています。 

訪問系を含む

組み合わせ 

・上表の「訪問系」＋「通所系」、「訪問系」＋「短期系」、「訪問系」＋「通所系」＋「短期系」、 

 「小規模多機能」の利用を集計しています。 

通所系・短期

系のみ 

・上表の「通所系」、「短期系」、「通所系」＋「短期系」の利用を集計しています。 



 

 

検討テーマ１：在宅限界点の向上のための支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向①】 

 

主な介護者が不安を感じる介護は、要介護３以上では「排泄」「屋内の移乗・移動」 

 

・「現在の生活を維持していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる介護」について、要介護３以上

では、「排泄」、「屋内の移乗・移動」について、主な介護者の不安が大きい傾向がみられました。 

・要介護３以上では、主な介護者が「在宅生活の継続が困難」と判断する特に重要なポイントとして、「排

泄」と「屋内の移乗・移動」の２点が挙げられると考えられます。 

 

要介護度別・介護者が不安に感じる介護 
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0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬<*>

認知症状への対応<**>

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）<+>

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）<**>

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=37) 要介護１・２(n=84) 要介護３以上(n=46)



 

 

検討テーマ１：在宅限界点の向上のための支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向②】 

 

「訪問系」サービスを利用する方は、「施設等の検討・申請割合」が低い 

 

・「サービスの利用の組み合わせ」と「施設等検討の状況」の関係をみると、「訪問系のみ」⇒「訪問系を含む組

み合わせ」⇒「通所系・短期系」の順番で、「検討中」・「申請済み」の割合が高まる傾向がみられました。 

・要介護度が重度化しても、施設等でなく「在宅で生活を継続できる」と考えている人は、訪問系サービスを利

用している割合が高いと考えられます。 

・また、「訪問系」の「サービスの利用回数」と「施設等検討の状況」の関係をみると、利用回数を問わず、「検

討していない」の割合が高い傾向がみられました。 

 

サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護３以上） 

     

 

サービス利用回数と施設等検討の状況（訪問系、要介護３以上） 
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通所系・短期系のみ(n=25)

検討していない 検討中 申請済み
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訪問系_0回(n=31)
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検討していない 検討中 申請済み



 

 

検討テーマ１：在宅限界点の向上のための支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向③】 

 

「訪問回数の増加」に伴い、介護者の「外出の付き添い、送迎等」「認知症状への対応」の不安が

軽減 

・在宅生活の継続に向けて、介護者が不安に感じている介護としては「排泄」、「屋内の移乗・移動」が高い傾向

がみられました。 

・「介護者が不安に感じる介護」と「訪問系サービスの利用回数」の関係をみると、訪問系サービスの利用回数

が多いと、「認知症状への対応」、「外出の付き添い、送迎等」について介護者の不安が軽減する傾向がみられ

ましたが、利用回数が多くても「排泄」「入浴・洗身」「屋内の移乗・移動」に不安がある傾向がみられました。 

サービス利用回数と介護者が不安を感じる介護の状況（訪問系、要介護３以上） 
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0% 20% 40% 60% 80%

日中の排泄
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食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

訪問系_0回(n=32) 訪問系_1～14回(n=11) 訪問系_15回以上(n=3)



 

 

検討テーマ２：仕事と介護の両立に向けた支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向①】 

 

就労継続を見込んでいる介護者では、「続けていける」「何とか続けていける」の割合が高い 

 

・要介護度別に就労している介護者の就労継続見込みを見ると、「要支援１～要介護１」と「要介護２以上」で

は、「問題なく、続けていける」と考える人の割合には大きな差がみられますが、「問題はあるが、何とか続け

ていける」をあわせた割合で「続けていける」割合をみると、大きな差はみられません。 

 

要介護度別・就労継続見込み（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 
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検討テーマ２：仕事と介護の両立に向けた支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向②】 

 

就業継続が困難と考える介護者が不安に感じる介護は、「排泄」「入浴・洗身」「外出の付き添い、

送迎等」「認知症への対応」が高い傾向 

 

・今後の在宅生活継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護については、「続けていくのは難しい」とする

人では、「排泄」「認知症への対応」で、「問題はあるが、何とか続けていける」とする人では、「入浴・洗身」

「外出の付き添い、送迎等」が高い傾向がみられました。 

・これらの介護が「在宅生活を継続しながらの就労継続」について、介護者が可否を判断するポイントとなって

いる可能性があります。 

 

就労継続見込み別・介護者が不安に感じる介護（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 
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効果的な勤め先からの支援は、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」「制度を利用しやすい職場

づくり」の割合が高い 

 

・効果的な勤め先の支援としては、フルタイム勤務では、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」「制度を利用し

やすい環境づくり」が高くあげられています。パートタイム勤務では、「特にない」の割合が高くなっていま

す。 

 

就労状況別・効果的な勤め先からの支援 
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検討テーマ２：仕事と介護の両立に向けた支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向③】 

 

就業継続可能と考える介護者は、職場において働き方の調整を「特に行っていない」割合が高い 

 

・職場における働き方の調整状況を就労継続見込み別でみると、「問題なく、続けていける」とする人は、「特に

行っていない」が６３．２％である一方、「問題はあるが、何とか続けていける」「続けていくのは難しい」と

する人は、２２．９％、１２．５％と低く「労働時間」「休暇」「在宅勤務」等何らかの調整を行っている割合

が高い傾向にあります。 

・「問題なく、続けていける」とする人の職場においては、恒常的な長時間労働や、休暇取得が困難といった状

況にはなく、介護のために特段働き方の調整を行わなくても、両立可能な職場であることが考えられます 

 

就労継続見込み別・介護のための働き方の調整（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 
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検討テーマ３：将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向①】 

 

要介護度の重度化に伴い、いずれの世帯類型も「訪問系のみ」「訪問系を含む組み合わせ」が増加 

 

・世帯類型別・要介護度別のサービス利用をみると、要介護度の重度化に伴い「単身世帯」「夫婦のみ世帯」「そ

の他世帯」とも「訪問系のみ」「訪問系を含む組み合わせ」を合わせた割合が増加する傾向がみられました。 

・このように、現在、在宅で生活している要介護者は、要介護度の重度化に伴い「訪問系のみ」「訪問系を含む

組み合わせ」利用をしていくことで、在宅生活の継続を可能にしているといえ、また、いずれの世帯類型につ

いても概ね同様の傾向がみられるといえます。 

・同居の家族がいる「夫婦のみ世帯」や「その他世帯」については、「通所系・短期系のみ」のサービスが高い

傾向があります。これらを組み合わせながら利用することで、要介護者へのサービス提供と介護者負担の軽減

が図られるものと考えられます。 

要介護度別・サービス利用の組み合わせ（単身世帯） 

      
 

要介護度別・サービス利用の組み合わせ（夫婦のみ世帯） 

      
要介護度別・サービス利用の組み合わせ（その他世帯） 
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検討テーマ３：将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向②】 

 

要介護３以上においては「施設等検討している」割合が高い 

 

・要介護度別・世帯類型別の施設等検討の状況をみると、要介護の重度化に伴い「検討していない」の割合が徐々

に減少傾向である。 

・「夫婦のみ世帯」では、他の世帯類型と比較して、要支援１・２、要介護１・２では「検討していない」の割

合が１００％を占めるが、要介護３以上では７１．４％となる。要支援１・２、要介護１・２では、在宅生活

の継続に向けた希望が高い傾向があり、要介護３以上では家族等(主に配偶者)の介護者の負担が過大となって

いることが考えられる。 

 

要介護度別・施設等検討の状況（単身世帯） 

      
 

要介護度別・施設等検討の状況（夫婦のみ世帯） 

      

 

要介護度別・施設等検討の状況（その他世帯） 
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検討テーマ４：医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向①】 

 

「要介護度の重度化」に伴い、「訪問診療」の利用割合が増加 

 

・要介護度別の「訪問診療の利用の有無」をみると、要支援１では５．９％、要介護２では４．８％、 

要介護５では４２．９％でした。 

・今後は、中重度の要介護者の増加が見込まれることから、それに伴い増加することが予想される「介護と医

療の両方のニーズを持つ在宅療養者」について、いかに適切なサービス提供体制を確保していくかが重要な

課題であるといえます。 

 

要介護度別・訪問診療の利用割合 

      
 

 

検討テーマ４：医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービス提供体制の検討【集計結果の傾向②】 

 

「訪問診療を利用している」ケースでは、訪問系の利用割合が高い 

 

・訪問診療の利用の有無別に、要介護３以上について、訪問系・通所系・短期系のそれぞれの利用割合をみると、

「訪問診療あり」では、訪問系の利用割合が 100％と高い。 

 

訪問診療の利用の有無別・サービスの利用の有無（訪問系、要介護３以上） 
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訪問診療の利用の有無別・サービスの利用の有無（通所系、要介護３以上） 

      

訪問診療の利用の有無別・サービス利用の有無（短期系、要介護３以上） 

      

 

33.3%

74.4%

66.7%

25.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している(n=3)

利用していない(n=43)

通所系利用あり 通所系利用なし

0.0%

16.3%

100.0%

83.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している(n=3)

利用していない(n=43)

短期系利用あり 短期系利用なし



 

 

３ 在宅介護実態調査結果からの課題 

 

１ 在宅限界点の向上のための支援・サービス提供体制について 

（１）「排泄」、「屋内の移乗・移動」に焦点を当てた対応策 

・介護者不安の側面から見た場合(要介護３以上)の在宅限界点に影響を与える要素として「排泄」、「屋内の移

乗・移動」の２つが挙げられます。 

・介護者の「排泄」、「屋内の移乗・移動」に係る介護不安をいかに軽減していくかが、在宅限界点の向上を図

るための重要なポイントになると考えられます。 

（２）多頻度の訪問を含む、複数の支援・サービスを組み合わせたサービス提供 

・訪問系サービスを頻回に利用しているケースでは、「認知症状への対応」、「外出の付き添い、送迎等」に係る

介護不安が軽減される傾向がみられました。 

・多頻度の訪問が、「認知症状への対応」、「外出の付き添い、送迎等」に係る介護者の不安の軽減につながる傾 

 向がみられたことは、在宅での生活に、介護職・看護職等の目が多く入ることにより、在宅での生活環境の 

 改善につながると見込まれ、多頻度の訪問系サービスの提供が効果的であると考えられます。 

 

２ 仕事と介護の両立に向けた支援・サービス提供体制について 

（１）「就労継続に問題はあるが、何とか続けていける」層の仕事と介護の両立に係る課題を解決するための支援 

・就業を「問題なく、続けていける」と回答した層は、要介護度や認知症高齢者の日常生活自立度が軽く、支

援ニーズそのものが低い可能性があり、「問題はあるが、何とか続けていける」と回答した層こそが、介護サ

ービスや職場の働き方調整を通じて支援すべき主な対象と考えられます。「問題はあるが、何とか続けてい

ける層」が、不安に感じる介護をみると「入浴・洗身」「外出の付き添い・送迎等」などでの割合が高くなっ

ています。 

・介護者の就労状況により、家族介護者が関わる介護や不安に感じる介護が異なることから、介護サービスに

対するニーズは、要介護者の状況だけでなく、介護者の就労状況等によっても異なると考えられます。介護

者の多様な就労状況に合わせた柔軟な対応が可能となる訪問系サービスや通所系サービスの組み合わせ、小

規模多機能型居宅介護などの包括的サービスを活用することが、仕事と介護の両立を継続させるポイントに

なると考えられます。 

（２）仕事と介護の両立に向けた、職場での支援 

・介護のための働き方の調整について「問題なく、続けていける」と考えている人では、そうでない人に比べ

て、「労働時間の調整」「休暇取得」などの調整をしながら働いている割合が低い傾向がみられました。これ

らの層では、特段の調整を行わなくても、通常の働き方で、仕事と介護の両立が可能な状況にあると考えら

れます。ただし、介護のために何らかの調整が必要となった場合は、介護休業・介護休暇等の取得や、所定

外労働の免除・短時間勤務等による労働時間の調整など、介護の状況に応じて必要な制度が、必要な期間利

用できることが重要です。 

 

３ 将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービス提供体制について 

（１）単身世帯・夫婦のみ世帯・その他世帯の在宅療養生活を支えるための、支援・サービス 

・中重度の要介護者について、いずれの世帯でも「訪問系」のみよりも「訪問系を組み合わせた利用」や「通

所系・短期系」の割合がより高い傾向がみられました。 

・これは、同居の家族がいる世帯では、家族等の介護者への休息の必要性が高いことから、「訪問系のみ」でな

く、「通所系」や「短期系」を含む利用が多くなっていると考えられます。 

・世帯類型に限らず、介護サービスを利用していない中重度および重度の要介護者については、介護者の負担



 

 

が過大となることも懸念されることから、必要に応じて要介護者とその家族等に介護サービスの利用を推進

していくことが必要であると考えられます。 

 

４ 医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービス提供体制について 

（１）医療ニーズのある要介護者の在宅療養生活を支える新たな支援・サービス 

・要介護度別の「訪問診療の利用の有無」から、要介護度の重度化に伴い、訪問診療の利用割合が増加する傾

向がみられました。 

・今後は、「介護と医療の両方のニーズを持つ在宅療養者」の増加が見込まれることから、このようなニーズに

対して、いかに適切なサービス提供体制を確保していくかが重要な課題となります。 


